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要 旨
当施設は、昭和 25年に開設された香川県身体障害者更生指導所を母体に、昭和 61年イこ香川県身体障害者総

合リハビジテーションセンター (平成 18年より「かがわ総合リノヾビジテーションセンターJに名称変更 以下「リ
ハセンター」)開設時に重度身体障害者更生援護施設に種別変更し、リハセンター機能の一翼を担ってきた施

設である。その後法制の改定により肢体不自由者更生施設に種別変更した後、障害者自立支援法の施行により、

平成 19年 5月 に障害者支援施設として再出発した。

事業は、身体障害者の地域復帰を支援する自立訓練 【機能訓練】 (定員24名 )、 身体障害のない高次脳機能

障害者の生活能力の向上を目指す自立訓練 【生活訓練】)(定員 12名 )、 一般就労を支援する就労移行支援 (定

員 24名 )と施設入所支援とし、就労移行支援は、知的 。精神障害者も含んだ三障害を対象とした。定員は入

所 50名通所 10名の 60名 から入所 40名、通所 40名の 8(l名 とした。

この報告は、新体系に移行した平成 19年から平成 21年度までの 3年間の状況についての報告である。

1.自 立訓練 (機能訓練)

1)定義

「自立訓練 (機能訓練)に係る指定障害者福祉サ

ービスの事業は、利用者が自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるよう、1年 6月 間にわたり、

身体機能又は生活能力の維持、向上等のために必要

な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行うもので

なければならない (基準省令第 155条 )」 。とある。

2)支援内容

現在実施している支援は次のとおりである

①機能の維持・回復のための訓練 。支援

○理学療法、作業療法 ○自主機能訓練指導
○住環境調査・家屋改修、福祉機器選定支援等

○コミュニケションプログラム

○高次脳機能プログラム ○月肖トレーニング

②生活力を高めるための訓練・支援

○日常生活動作・生活関連動作訓練・支援

○調理訓練

③地域社会での生活力を高めるための訓練・支援

○近距離移動訓練 ○市街地外出訓練
○ジハビジ講座 。学習会 ○自動車利用訓練
④活動′陛の向上 。生きがいづくり支援

○アートワーク 鎗暇 舌動、パソコン)

○園芸活動 ○サークル活動
⑤スポーツ活動

⑥個別支援

○家屋改修や家庭生活、社会資源の活用調整等

3)利用者の状況 (対象者数■7名 )

①疾患別割合

脳血管障害70%、 頭部外傷5.1%、 脊髄損傷4.3%、

低酸素脳症 3.4%、 その他 17.2%であつた。

②利用経路

他病院 45%、 当ヅハセンター病院 32%、 在宅 21

%、 他施設 2%であった。他病院の内訳は、高松

協同病院 37%、 三宅ヅハビジテーション病院 13

%、 栗林病院8%、 さぬき市民病院、高松市民病院、

リハビジクリニンクおさか各 5%、 その他 27%で

あった。

③利用希望理由

利用者・家族の利用希望理由は「生活自立・向上」

が26%で最多であり、「出来ることを増やしてほ

しい」「日中一人で過ごせるようになつてほしい」

という家族の希望が中心で、次に「歩行・身体機

能の回復」が24%と多く、身体機能を回復させた
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いという本人の希望が中心である。利用者には障

害受容が不十分なケースが多い反面、まだ医療機

関での機能回復訓練に適用があると思われたケー

スもナ曽えてきている傾向にある。

④平均年齢、51.1歳  ヽ

当事業へは、脳血管障害を中心とした比較的若い

中途障害者が、病院の次のリハビジや生活力の向

上の場を求め選択していることが分る。

4)利用結果 (利用終了者 84名 )

①平均利用期間

新体系移行前からの在籍者について、移行前の利

用期間をカウントした場合に 1年 8ヶ月、しなか

つた場合に 1年 2ヶ 月となつた。禾1用期間が 1年

6ヶ 月までとされているが、ほぼ期間内に訓練・

支援が終了していると言える。

②利用後の進路

家庭復帰 48%、 単身生活 12%、 施設内事業変更、

施設入所、福祉就労各 10%、 就職・復職 4%、 入

院 2%、 その他 4%であつた。「施設内事業変更」

の 10%は、当施設の就労移行支援事業への変更と

なった利用者であり、利用者が就職や復職の可能

性が見込まれた結果によるものである。84%の利

用者が家庭や地域復帰し、さらに職場復帰を選択

したことになる。

2.自立訓練 (生活訓練)

1)定義

「自立訓練 (生活訓練)に係る指定障害者福祉サ

ービスの事業は、利用者が自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるよう、2年間にわたり、

生活能力の維持、向上等のために必要な支援、訓練

その他の便宜を適切かつ効果的に行うものでなけれ

ばならない。 (基準省令第 166条)」 0と ある。

2)支援内容

①生活訓練プログラム

高次脳1幾能障害についての学習や生活上の課題

の振り返りなどを通じて、障害状態への気づき

を促し、補償行動や代償手段の獲得につなげる。

②スポーツ活動

③近距離外出訓練

④市街地外出訓練

⑤園芸活動

⑥調理訓練

⑦家族学習会

③アートワーク (創作活動、パソコン)

3)利用者の状況 (対象者数 30名 )

①疾患別割合

頭部外傷 46.7%、 脳血管障害 36.6%、 精ネ申障害

6.7%、 低酸荊噌症3.3%、 その他6.7%であつた。

餅 1ヽ用経路

在宅80%、 他病院 10%、 他施設 10%であつた。

在宅の 71%が病院からの紹介であつた。

③利用希望理由

利用者・家族の利用希望理由は、「高次脳機能

の改善」が25%で最多であり、次いで「社会参加・

人間関係・社会J陛を養う」が 14%、 「生活自立・

向上」が 13%と なつており、高次脳機能障害に

よる病識の欠如により、利用者自身からの希望

があまりなく、ほとんどが家族の希望であつた。

④平均年齢、47.8歳

事故による頭部外傷が多いことから、機能訓練

利用者よりやや若年化している。

当事業へは、病識のない高次脳機能障害者では

なく家族がその改善を希望し、通院していた病

院関係者等を介して利用を希望したことが分

る。

41利用結果 仰↓用終了者 14名 )

①平均利用期間

新体系移行前からの在籍者について、移行前の

利用期間をカウントした場合に 1年 6ヶ月、し

なかつた場合に 1年 3ヶ 月となった。利用期間

が 2年までとされているが、期間内に訓練・支

援が終了していることが分る。

②利用後の進路

福祉就労 33%、 施設内事業変更 26%、 家庭復

サ晶21%、 単身生活、施設入所、就職・復職、入

院が各 5%であつた。「施設内事業変更」の 26

%は、当施設の就労移行支援事業への変更とな

った利用者であり、利用者が就職や復職の可能

性が見込まれた結果によるものである。以上の
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ことから、69%の利用者が単身生活や福祉就    からの紹介が多い。
労や職場復帰及び就労に向けての準輔段階とな   C利 用希望理由
り、より積極的な地域復帰が図られている状況    利用者・家族の利用希望理由は「一般就労 (パ
が分る。                        ノコンの習得)」 が46%で最多であり、次いで「一

般就労」が41%と なつており、パソコン技術習

3.就労移行支援                     得への期待が高いことが分る。

1)定義                       ④平均年齢、40.6歳

「就労移行支援に係る指定障害者福祉サービスの  つ 不可用結果 制用終了者 86名 )

事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を   ①平均利用期間

営むことができるよう、生産活動その他の活動の機    薪体系移行前からの在籍者について、移行前の

会を通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のた    利用期間をカウントした場合に 1年 4ヶ月、し

めに必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行    なかった場合に 1年 lヶ月となつた。利用期間

うものでなければならない。期間は2年間とする。     が2年までとされているが、期間内に訓練・支

(基準省令第 174条)」 。とある。           援が終了していることが分る。

2)支援内容                     ②利用後の進路

①基礎訓練                    就職・復職襲%、 家庭復帰 31%、 福祉就労 8%、

適J性や課題の把握、コミュニケーション能力や    施設内事業変更 3%、 施設入所 8%、 その他■

基礎学力の向上、基礎体力の向上等         %で あつた。52%の利用者が就労を果たしたも

②事務系訓練                    のの、45%の利用者が就労を果たせなかつたこ

○パソコン訓練 ○事務補助作業           とになり、障害者の就労の厳しい状況がうかが

③作業系訓練                   える。

○軽作業 ○園芸                  県内にある10ヶ所の同事業所との比較では (図

④職場見学・実習                   1)、 当施設の一般就職率が高く、正規や契約雇

実際の職場環境における作業能力や対人技能等    用となるとほとんどが当施設からの雇用となっ

の検証の機会として実施。              ていることが分る。

⑤その他                       障害者の一般就労の難しさの中で、当施設に一

〇グループ学習会 ○スポーツ ○ノーシャル    定の水準ができてきているものの、更に訓練・

スキル トレーニング ○簿記、ビジネスマナー    支援方法の改善が必要であることが言える。

等の講習など

3)利用者の状況 (対象者数 58名 )         4.利 用者の満足度

①疾患別割合                    平成21年度の利用者へのアンケー ト調査からは、

脳血管障害 30.5%、 精神障害 20.3%、 頭部外傷  機能訓練利用者の回答は、「まあまあ満足」30%、 「普

16.9%、 発達障害 8.4%、 脊髄損傷、低酸素脳症、  通」50%、 「少し不満」15%、 「たいへん不満J5%

視覚障害、聴覚障害、知的障害がそれぞれ 1.7%、   であつ亀 生活訓縛 T↓用者の回答は、「大変満足」%%、

その他 20.4%であつた。発達障害者が微増傾向   「まあまあ満足」75%であつた。就労移行支援利用

にある。                    者の回答は、「大変満足」7%、 「まあまあ満足」33%、

②利用経路                    「普通」53%であつた。

在宅 66%、 当施設 24%、 当センター病院 6%、    また、当施設利用終了者への郵送によるアンケー

他施設 4%である。在宅からの利用者の紹介元  卜調査の結果からは、「大変満足」埒する、町商足」И%、

も病院が41%と多いが,それ以外は様々な機関  「やや満足」40%、 「少々不満」6%、 「不満JO%、 「分
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らない」6%であつた。

5.経営面

1)一 日平均不可用者数 (図 2)

実人数、日割りでの換算結果のとも、機能訓練で

は移行前の在籍者が引き続き利用し、生活訓練、就

労移行支援では新規に利用者を確保する必要があつ

た新体系移行年度の 19年度を除いては、微増、微

減の状態である。実人数より利用換算結果が少ない

のは、毎日利用しない利用者があることや入院・欠

席等により利用日数が減少したためである。有期間

の事業であるため、常に利用者の確保が必要になり、

事業維持のためには常のPRが重要になつてくる。

2)利用収入推移 (図 3)

新体系移行前の 18年 との比較で大幅に収入増が

図れている原因は、新体系での事業の拡大により利

用対象者が広がったことと積極的な利用者確保に努

めたことによるものであると思われる。

6. おわリイこ

1969年の世界保健機構 (以下「WttIOJ)の リハビ

ツテーションの定義には、「ヅハビリテーションとは、

医学的、社会的、教育的、職業的手段を組み合わせ、

かつ、相互に調整して、訓練あるいは再訓練するこ

とによつて、障害者の機能的能力を可能な最高レベ

ルに達せしめることである」とある。。当施設の支援

は、先の 4つの手段のうち、児童に行われる「教育

的手段」を除いたすべての手段を「組み合わせ、相

互に調整して」実施していると言える。

また、W[IOの国際生活機能分類 (ICFlの視点か

らはつ、回復期病棟等の医療施設のジハビジテーショ

ンが、主に「′い身機能 。身体構造」へのアプローチ

を中心としているのに姑し、当施設の取り組みは、「′い

身機能。身体構造」へのアプローチとあわせ、「活動J

や「参加」、「環境因子」へも直接アプロ‐チをする

ことで「健康状態」や「個人因子Jも含めた生活機

能全般に働きかけていると言える。

1982年に国連は、「障害者に関する世界行動計画」

の中で、リハビジテーションの定義を「ジハビリテ

ーションとは、身体的、精神的、かつまた社会的に

最も適した機能水準の達成を可能とすることによつ

て、各個人が身体的、精神的、かつまた社会的に最

も適 した機能水準の達成ことをめざし、かつ、時間

を限定したプロセスである」としている比また、同年、

わが国の身体障害者福祉審議会でも、その理念の中

で「リハビジテーションは、単に機能回復訓練のこ

とをいうのではなく、障害のために人間的生活条件

から疎外されている者の全人間的復権を目指す技術

および社会的、政策的対応の総合的体系であるJと

しており、「瑳銅聯ま、障害のある人々の主体欧 自立性、

自由
tと

いった人間本来の生き方であつて、そのゴー

ルは経済的自立を超えた幅広い考え方に基づいてい

る」としてある。000

県内に、機能訓練や高次脳機能障害者を対象とし

た生活訓練を実施している事業所は当施設 lヶ所の

みである。また、3障害を対象に環境の整った就労

移行支援を行なっている事業所も当施設以外には見

当たらない。更に、就労支援では、平成 22年度よ

り重度の障害者を対象に在宅でできる就労支援を開

始した。

そうした状況にある当施設の役割は、「各個人が

身体的、精神的、かつまた社会的に最も適した機能

水準の達成」向けて「時間を限定」して支援に取り

組み、その結果を具体的な形で示していくことであ

ると思われる。そして、「障害のある人々の主体性、

自立性、自由といつた人間本来の生き方」ができる

よう「全人間的復権」を目指すものでなければなら

ないと考える。       i
実際に支援を実施する中では、改善すべき様々な課

題点を抱えているが、今回はその内容については割愛

させていただきオ既要のみを報告させていただいた。

図 1 県内の就労移行支援事業所一般雇用状況

(H21.12香川県調べ )
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図2 1日 平均利用数

図3 不可用収入推移
単位:千円
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